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論文内容の要旨
本論文は、「条約の解釈J としづ国際法学における最も重要な作業の一つに関して近年
特にその機能と役割が注目されている条約法に関するウィーン条約 31 条 3 項(c)が規定す
る r (当事国の聞の関係において適用される)国際法の関連規則J という概念に関して、
その国際法上の問題点を体系的かっ包括的に探究した研究である。
国際法の主要な存在形態である条約の解釈に関する規則として、条約法に関するウィー
ン条約は、その 31 条で「解釈に関する一般的な規則J を、 32 条で「解釈の補足的な手段」
をそれぞれ規定しており、これら二つの規定に関する具体的な解釈等をめぐりさまざまな
学説が展開され、国際社会における外交実務が展開されてきたことは周知の事実である。
このような条約の解釈をめぐる法規範の全体像の中で、条約法条約 31 条 3 項が「文脈と
ともに、次のものを考慮する」として規定する三つの概念の中の一つで、ある「国際法の関
連規則J は、国際法規範のいわゆるフラグメンテーション(断片化、分断化)により個別
の法分野への専門化と分断化が進みつつある現代の国際法体系全体の中で条約の解釈と
いう作業を考察する場合に 極めて重要な法的意義を有するものと考えられる。
本論文は、序章と終章を除いて三つの部から構成されている。まず第 1 部では、第 1 章
において条約法に関するウィーン条約 31 条 3 項(c)の起草過程が詳細に検討され、本項の
規定の基礎となった国際法委員会( 1 L C) での特別報告者ウォルドックの提案やそれに
基づく条文案、さらにその修正の過程や審議の内容、そして最終的に条約法条約が採択さ
れたウィーン外交会議での議論等が詳細に検討されている。次の第 2 章では、条約解釈の
一般的規則を定めた条約法条約 31 条の規定全体の中での 3 項(c)の位置づ、けについて考察
が加えられている。
これに続く第 2 部で筆者は、「国際法の関連規則J としづ概念が関係する国際法上の三
n可U
11
ム
つの問題を取り上げ、具体的に検討を加えている。まず第 3 章では、国際司法裁判所の事
項的な裁判管轄権との関係で「国際法の関連規則」概念がどのような機能を果たしている
かが検討され、次に第 4 章では、特に世界貿易機関 (WTO) の紛争解決機関が行う条約
解釈において「国際法の関連規則」としづ概念がどのように援用されているかが検討され
ている。最後に第 5 章では、「国際法の関連規則」としづ概念がいわゆる国際法のフラグ
メンテーションとの関係でし、かなる役割を果たし得るかについて、特に ILCの場におけ
るハフナーやコスケニエミの議論をもとに掘り下げて考察が行われている。この第 2 部で
取り上げられた三つの問題は、いずれも現代の国際法学における重要な理論的課題である
と同時に実務上の課題でもあり、これらの問題に対して「国際法の関連規則J としづ概念
がし、かなる示唆を与えうるかという点は、筆者による本稿全体の検討の基礎となる大きな
問題関心を構成しているものと考えられる。
次に筆者は、第 3 部において、 r (当事国の聞の関係において適用される)国際法の関連
規則J としづ概念を構成する具体的な要素について、個別に分解して検討を加えている。
まず第 6 章では、「国際法の関連規則」としづ場合の「国際法」の具体的内容について、
第 7 章では「関連」という文言の内容について、第 8 章では「当事国の間で、適用可能な」
という要件について、それぞれ詳細な検討を行っている。特に最後の「当事国の間で適用
可能な」としづ要件における「当事国」の意味に関して、解釈の対象とされている条約の
すべての当事国を指すとしづ見解と、条約の解釈に関して紛争が生じている当事国のみを
指すという見解とが対立しているが、筆者は前者の見解を「制限説」、後者の見解を「非
制限説」と呼び、この 2 つの見解を比較検討した上で、前者の「制限説」を取るべきであ
るとの結論を導いている。この点は、貿易に関する国際紛争を処理するWTOの紛争解決
機関がWTO関連協定を解釈・適用する際に、例えば環境保護に関する国際法規範をどの
程度まで「解釈J の枠の中で援用することが可能であるのか、といった具体的な問題状況
との関連において、注目される指摘であるといえよう。さらに筆者は、第 3 部の最後の第
9 章において、「国際法の関連規則」の時間的問題、すなわち「国際法の関連規則」として
条約解釈の際に参照されるべき関連規則とは、当該条約の締結時に存在していた規則に限
られるのか、それとも当該条約の解釈時に存在している関連規則を指すのか、という問題
について考察を加え、後者の条約解釈時に存在する関連規則を含めて「国際法の関連規則」
として条約の解釈に際して参照することが許される、との結論を支持している。
以上のような考察を踏まえて筆者は、終章において、条約の解釈を通じて「国際法の関
連規則」としづ概念が国際法のフラグメンテーションという現代的課題に対処するための
有益な「道具箱」の 1 っとしての重要な役割を果たし得ることを指摘し、同時に「当事国
の聞の関係において適用可能な」という要件における「当事国j の解釈に関して「制限説J
を支持することを通じて、「国際法の関連規則」概念が条約解釈において安易に濫用され、
条約相互間の関係の調整に混乱をきたすことがないように警告を発している。
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論文審査結果の要旨
法規範をその考察対象とする法学という学問領域において、法規範の解釈のあり方とそ
の方法はそれ自体が重要な研究課題の 1 つであるが、条約を中心として構成される国際法
規範に関しでもこれは例外ではない。むしろ、立法機関による集権的法定立が原則として
機能し得る国内社会とは異なり、国家間の個別的合意による条約の締結という形での分権
的法定立を原則とする国際社会においては、条約の解釈という問題は国内社会以上に重要
な意義を有する根源的な検討課題である。グローバル化の進展と専門分野の細分化により
国際法規範の規律対象が拡大して各分野間の垣根が高まり、国際法のフラグメンテーシヨ
ンという大きな問題を抱えつつある現代の国際法学において、条約解釈という作業の重要
性はますます高まっているといえる。
本論文は、このような条約の解釈という国際法学の最も重要な検討課題に関して、ウィ
ーン条約法条約の規定する条約の解釈規則の中で最も議論のある条項の 1 つである同条約
31 条 3 項(c)の規定する「国際法の関連規則」という概念を具体的な検討対象に据え、そ
の起草過程からその後の国際裁判等での数多くの適用事例に至るまで深く掘り下げて検
討を行い、その法的な機能と実質的役割、そしてその限界と問題点を明らかにした労作で
ある。本論文における検討は、詳細かっ徽密で、実証的で、あり、このように包括的かっ体系
的に「国際法の関連規則」概念を本格的に探究した研究は我が国の学界においても他に類
例を見ないものである。その意味で、本研究は、この分野における先駆的な研究として学
術的に高く評価できる内容のものといえる。また、本論文における考察は、複数の条約と
いう形での国際法規範相互間の関係や、国際法の個別分野相互間における関係をどのよう
に調整し、国際法秩序全体の整合性を維持していくべきかとしづ現代の国際法学の最も根
源的で理論的な問題意識を前提としたものであり、本論文の研究から得られた結論は、国
際法のフラグメンテーションへの対応という国際法理論上の現代的課題についても多く
の有益な示唆を含むものと評価することができる。
しかし、本論文にも指摘すべき問題点が皆無で、あるというわけではない。例えば、国際
法学における条約の解釈という作業の独自性と固有性を抽出するという観点からすれば、
国内法学における法規範の解釈の基準や方法論といったものが比較考察の対象として取
り上げられて然るべきであったとも思われる。また、本論文の具体的な結論として、「当
事国J 概念について「制限説」を採用すべきであるとの立場が支持されているが、このよ
うな厳格な立場が解釈論上は支持できるとしても、条約法条約 31 条 3 項(c)の具体的な機
能と役割を必要以上に狭める結果をもたらす可能性はないのか、といった点も気にかかる
ところである。しかし、後者の点については、筆者はこのような問題点も視野に入れた上
で前述のような結論を導いているのであり、その観点からすればそれは首尾一貫した見解
であると評することができる。また、論文全体を通じて明確に示されている筆者の有する
卓越した学問的資質と研究能力に照らせば、本論文で残された検討課題についても、筆者
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が今後さらに研績を積み研究を発展させていく中で探究が行われることが十分に期待で
きょう。そして、本論文が有する優れた学問的価値に鑑みれば、筆者が近い将来に我が国
を代表する若手研究者の一人として今後の国際法学の発展に寄与する一人となることは
疑い得ないところである。
以上により、本論文は、博士(法学)の学位を授与される水準に十分達しているものと
認められる。
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